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一、 骨太の方針２０２６について  

  

中村芳信です。今日の質問はほとんど国政マターですが、執行部の所見をお聞かせ下さい。 

本年７月、高市内閣は「責任ある積極財政」を掲げ、従来の「プライマリーバランス・基礎的財政収支単年

度黒字化目標」を外し、もともとの政府の方針であった「国内総生産・ＧＤＰに対する国と地方の債務残高の

比率の引き下げ」をこれからの財政運営の中核目標とする「経済財政運営と改革の基本方針２０２６」、「骨太

の方針」を閣議決定しました。 

まず、プライマリーバランス・基礎的財政収支の黒字化目標について、県の所見を伺います。 

基礎的財政収支とは、国と地方の毎年度の政策的経費に関して、新たな借金に頼らずに税収などで賄え

ているかを測る指標のことです。政府は、これまで、小泉政権の竹中平蔵内閣府特命大臣の主張によって、

単年度での黒字化の達成を財政健全化目標の強力な目安に位置付けていました。 

しかし、このプライマリーバランス。それが均衡した場合でも、実際の政府債務の増減は国債などの金利の

動向によって決まります。例えば、ＧＤＰの成長率が国債金利を上回っている場合、政府の債務対ＧＤＰ比

率は下落していきます。さらに、プライマリーバランスが均衡しなくとも、金利分を合わせた政府の債務の増

加率を、ＧＤＰ成長率が上回れば、やはり政府の債務対ＧＤＰ比率は下落します。実は今の日本は、ちょうど

この状況、つまりプライマリーバランスは均衡していないが、政府の債務対ＧＤＰ比率が下がっている状況な

のです。 

しかし、財務省はともかく、大手新聞マスコミ、経済財政に詳しい数多の専門家までもが、なぜこの点、繰り

返しますが、たとえプライマリーバランスが均衡しても、国債金利の状況によっては、政府債務対ＧＤＰ比率

が上昇する可能性があることをあえて指摘してこなかったのか、不思議です。プライマリーバランスが均衡し

たとしても、国地方を併せた政府の総債務がＧＤＰ比率で増加していけば、これはむしろ財政破綻状態に近

づきつつあると言ってもよいように思います。 

このように、プライマリーバランスは、言ってみればその時その時の経済環境によってそれに合わせた値が

決まります。したがって、それを目標として残す点に最初から問題があり、言ってみれば論外なのです。そう

したことから財政規律といったものの指標は政府債務対ＧＤＰ比率に戻すべきだったのであり、プライマリー

バランスについては目標としては廃止すべきものであったと考えます。その点、この度の高市内閣の姿勢は

評価したいと思います。 

今回の骨太の方針をまとめますと、「政府の財政目標を『政府総債務対ＧＤＰ比率』の安定的低下を中核

とし、プライマリーバランスについては『単年度の黒字化』を排して、複数年で管理する。国・地方の総債務

残高対ＧＤＰ比の安定的低下を中核に位置付ける。プライマリーバランスについては債務残高対ＧＤＰ比の

低下に向けて確認する指標とし、その安定的低下と整合するよう複数年で管理する。単年度の黒字化時期

を機械的に追うのではなく、経済・金利環境、歳入歳出の動向を踏まえ、景気変動や危機管理投資・成長

投資の必要性に応じて一時的な悪化も許容し得るものとしつつ、債務残高対ＧＤＰ比の安定的な低下に向

けて、改善・管理していく。プライマリーバランス、ＧＤＰ、純利払い費、財政収支等が債務残高対ＧＤＰに与

える寄与を分析し、財政の持続可能性の確保に取り組む」ということになろうかと思います。 

１９９７年の緊縮財政開始以降、プライマリーバランスの黒字化なる珍妙な目標に足を取られ、「景気低迷

下の公共支出削減」という、異様な状況が続いた結果、日本の名目ＧＤＰの低迷が続いて来ました。プライ

マリーバランス黒字化目標が存在する限り、政府は、財務省を中心に、「何年度までにプライマリーバランス

を黒字化しなければならない。残りの期間は何年であるため、これから毎年度、何兆円、プライマリーバラン

ス赤字を削減する必要がある」となってしまい、毎年の予算編成時に、財政を縛っていたのです。 

これがようやく転換され、企業などが長期的な戦略を持って優位に競争を進められる状況や短期的な需

要創出を目的とした「適切な公共投資」の再拡大により、日本経済は再び繁栄の時代を迎える、そういったこ

とも十分可能になってきます。 

しかし、これには、どのマスコミも「財政規律がゆるむ」と抽象的な批判キャンペーンを張っていますが、基

礎的財政収支の黒字化について、そもそも自国通貨建て国債を発行できる国においては、中央銀行が国

債を買い取れば、つまり買オペレーションを行なえば、デフォルトなどあり得ないのですから、政府の債務対

ＧＤＰ比率も、共通通貨ユーロを発行しているＥＵの財政健全化基準つまりグローバルスタンダードに準じて
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いるだけで、わが国とって本来意味は無いと思います。 

【Ｑ１】 執行部はこのプライマリーバランス黒字化目標についてどのような所見を持っておられるか、伺い

ます。（政策企画局長） 

 

次に、思えば、日本は、あのバブル経済崩壊後１９９５年１１月国会における当時の武村正義大蔵大臣によ

る「財政危機宣言」以降、消費税などの増税を繰り返し、政府支出を切り詰める緊縮財政を続けてきました。 

とりわけ１９９７年の橋本龍太郎政権による消費税増税、公共事業をはじめとする政府予算削減は致命的

でした。日本経済は、これをきっかけにデフレーションに陥り、国民の貧困化が始まってしまいました。おまけ

に財務省に至っては、その後一貫して国民を苦しめる緊縮財政を強行する「財政破綻論」というプロパガン

ダまで展開する始末でした。「国の借金で破綻する」という訳です。 

１９９７年４月、橋本政権により消費税率が３％から５％へと引き上げられました。この時、例えば国の経済成

長率・実質の所得の増加率が５％だったとして、その時期に消費税率を２％引き上げ、消費税増税分が価格

に転嫁され物価上昇率が２％になったとしても、その場合、実質の所得の増加率が物価上昇率を依然上回

るため、実質消費への影響は小さくて済みます。それに対して、経済成長率１％の時期に消費税率を２％引

き上げると、実質賃金がマイナスに突っ込み、実質消費も減り、経済は奈落に転落することは必定でした。 

 １９９０年代初頭のバブル経済崩壊以降、日本の経済成長率は落ち込み始めます。１９９５年度の経済成長

率が３．２％、９６年度が２．９％と、日本の経済成長率は下がっていました。９７年度の経済成長率は精々１％

程度であったと考えられ、そこに２％の消費税増税が襲いかかってきた。わずか２％消費税率を引き上げた

だけであるにもかかわらず、実質賃金は下落に転じ、日本経済はデフレに突っ込み、結果として３０年に及ぶ

凋落が始まってしまいました。 

 要するに、日本の凋落は消費税増税そのものというよりは「経済成長率が低迷しているタイミングでの消費

税の増税」によるものであったといっても良いと思います。このタイミングを間違えた増税により、日本は人類

が経験したことがないほど長期のデフレ経済に突入したのです。 

次に、バブル経済崩壊後の日本の経済財政を考えるとき、どうしても避けて通れないのがあの小泉構造

改革です。小泉内閣の決めた経済財政運営の基本方針は、効率性の低い分野から成長分野へ、ヒト、モ

ノ、カネを移す聖域なき構造改革が経済再生へ繋がるという哲学に貫かれていました。過去１０年の低成長

は既得権や規制が障害となり潜在成長力が発揮できなかったためとし、不良資産に注がれたきり身動きで

きないお金、道路特定財源などの既得権に支えられた効率性の低い事業にも税金が流れ込む構造、不必

要な事業で税金を食い潰す特殊法人等々、小泉内閣は、成長力を削ぐとする存在を壊そうとする聖域なき

構造改革と緊縮財政を旨とする新自由主義的な改革を断行し、デフレのこの流れを決定的なものにしてし

まいました。 

戦後の日本は経済成長を「共助」の精神が支え、世界に例のない平等化を実現しました。１９７０年ごろま

では、工業化に必要な労働力を地方が都市に供給。一方、都市で生まれた富は「均衡ある国土の発展」を

国是に地方の道路整備などに使われ、地方も成長の果実を享受しました。しかし、低成長が長引き、共助の

余裕はなくなってしまいました。国全体の長期債務はＧＤＰ・国内総生産を超えるようになり、弱い地方の面

倒はこれ以上みられない。ムダを抱えたままでは成長力を保てない。そんな時代認識が「自助と自律」への

大転換を求める当時の骨太の方針などに色濃く反映されました。 

そして次に言及せざるを得ないのが「大胆な金融政策と機動的な財政政策、民間投資を喚起する成長戦

略」の「アベノミクス３本の矢」の安倍晋三政権です。ところで実はその前に、政権交代によって民主党政権

が誕生したことも言及しなければならないのかもしれません。しかし、あの「事業仕分け」や新たな歳出や減

税を行う場合にはその財源を明示しなければならないという「財源確保ルール」に見られるようにその緊縮的

な改革姿勢は小泉構造改革とほとんど変わらなかったと理解していますので、特にこの場では言及しませ

ん。 

２０１２年１２月１６日の第４６回総選挙において、安倍自民党が圧倒的勝利を収め公明党との連立で衆議

院の３分の２を確保しました。その結果、デフレ脱却を目指す「金融政策」「財政政策」「成長戦略」の、いわゆ

るアベノミクス３本の矢が始まったわけですが、結局、安倍政権下で、日本経済はデフレから脱却できません

でした。 
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日本銀行の量的緩和という金融政策の影響で､日本のマネタリーベース（日本銀行が直接供給した日銀

当座預金と紙幣及び硬貨）は２０１６年７月時点で４０４兆円に達しています。黒田日銀発足時と比較すると２５

０兆円の増加です。日本銀行は､２０１３年春以降２５０兆円の日本円を新たに発行しました。ところが、インフ

レ率は目標の 2％に達するどころかマイナス０．５％､コアコア CPI にしても、＋０．４％に伸び幅が下がってき

ています。 

なぜ､２５０兆円ものお金を発行したにもかかわらず､インフレ率がマイナスのままだったのでしょうか。理由

は､デフレーションが「貨幣現象」ではなく「総需要の不足」であるためです。安倍首相のみならず当時の政府

が犯した最悪の勘違いはこのデフレに関する「認識の違い」というよりは「間違い」です。日本銀行がお金を

発行しただけでこの国がインフレになるわけがありません。 

「インフレになる」とは、当たり前ですがモノやサービスという「付加価値」の価格が上昇することです。そし

て､モノやサービスの価格が上昇するためには、そのモノやサービスが沢山買われなければなりません。日本

銀行が１０００兆円のお金を発行しようとも､モノやサービスの購入が減れば､物価は下がります。そんなことは､

当たり前の話だと思うのですが、安倍政権はものの見事に間違えました。 

デフレ対策を日本銀行に丸投げし､アベノミクスの第二の矢である「財政政策」は消費税が８％に上げられ

た２０１４年度以降緊縮に転じてしまいました。すなわち、国民にモノを買わせない政策つまり消費税増税を

実施し､政府自らも支出を削減したのです。デフレは貨幣現象ではありません。総需要・モノやサービスの購

入の不足なのです。デフレ経済下で、民間に活力がない時、変わって政府が財政政策を発揮して対応しな

ければ、この国はよくなりません。 

しかし、わが国は、この３０年間、財政健全化の旗のもと、消費税など増税を繰り返し、政府支出を切り詰

める緊縮財政を続けてきました。その結果、恐ろしいことに３０年近くもデフレは事実上放置されたままでし

た。当たり前ですが、デフレが継続した以上、企業は虎の子の供給能力を削減していかざるを得ません。工

場を閉鎖し、設備を廃棄し、人員を解雇する。すると、総需要が益々縮小してしまうため、デフレギャップは

埋まらない。当然、企業は再び工場閉鎖、設備廃棄、人員解雇。これがデフレスパイラルです。 

 そして、デフレが放置され続けると、逆に供給能力が毀損し、最終的に我が国は「自国の企業では橋を架

けられない。高層ビルを建てられない」そういった国になりかねません。すなわち日本の発展途上国化です。

事実、今、かつて世界一であった我が国の造船力が中国と韓国に抜かれ問題となっています。コロナ禍以

降、わが国は、供給能力不足に陥り、供給能力不足型というかサプライロス型のインフレ経済となっていま

す。わが国のＧＤＰはかつてアメリカに次いで世界２位でした。今や中国とドイツ、インドに抜かれ５位、世界の

ＧＤＰに占めるその割合も１９９４年は１７％もありましたが、今や３．８％ということです。 

【Ｑ２】 高市内閣の骨太の方針は、これまでの自民党政権の経済財政運営の基本方針を緊縮財政型か

ら積極財政型へと導こうとするものであると期待をしています。執行部ではどのように認識され、評価される

か伺います。（政策企画局長） 

 次に、財務省や新聞マスコミ、自民党を中心として多数派を占める緊縮財政をモットーとする国会議員の

皆さんは、この度の骨太の方針について、「日本の国・地方の債務残高は約１３００兆円、ＧＤＰのほぼ２倍と

主要国で最悪の水準にある。基礎的財政収支の黒字化はその改善への一歩に過ぎないが、目標としてき

た２０年余りで一度も達成できていない。それを事実上取り上げるのは財政健全化の後退としか映らない。こ

れでは財政規律は脇に追いやられ、財政は信認を失いかねない」、などとしています。しかし、果たしてどう

なのでしょうか。疑問に耐え得ません。 

まず、遠回りになりますが、銀行融資について実態を見てみたいと思います。全国銀行協会は、その編集

による『図説わが国の銀行』において「銀行が貸出を行なう際は、貸出先企業Ｘに現金を交付するのではな

く、Ｘの預金口座に貸出金相当額を入金記帳する。つまり、銀行の貸出の段階で預金は創造される仕組み

である」と述べています。またイングランド銀行なども「商業銀行は、新規の融資を行うことで銀行預金の形式

の貨幣を創造する」としています。 

元手となる資金の量的制約を受けることなく、貸出しをすることができる「信用創造」というこの銀行制度は

実に素晴らしい制度です。そして、この「信用創造」がなければ、資本主義経済は現在のように発展すること

はなかったはずです。 

しかし、信用創造に元手となる資金が不要なのだとしたら、銀行はいくらでも好きなだけ貸し出しをするこ
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とができるのでしょうか。もちろん、そういうことはできません。さすがに借り手側に返済能力がなければ銀行

は貸し出しを行うことはできません。そのため銀行は融資の際に借り手の与信審査をしているのはご承知の

通りです。つまり、銀行の貸し出しの制約となるのは「貸し手の銀行の資金保有量」ではなく「借り手の返済能

力」ということになります。大雑把に言えば、「借り手側に返済能力がある限り、銀行はいくらでも貸出を行うこ

とができる」ということであり、もっと言えば「借り手側に返済能力がある限り、銀行はいくらでも預金貨幣を生

み出すことができる」ということです。 

そして、この「貸出しが預金を生む」という信用創造の原理は銀行の政府に対する貸出しにもそのまま当て

はまります。ということは、政府が国債を発行して銀行が引き受けるときの原資は民間の金融資産（預金）で

はないということです。銀行が国債を引き受けるというのは、銀行が政府に対して信用創造をするということ

ですから民間の金融資産（預金）の制約を一切受けないのです。したがって、国債をいくら発行して赤字財

政支出を膨らませても民間の金融資産が減ることなどありえないのですから、国債金利の高騰という現象も

起こりえないのです。 

そして、現実はその逆で、国債を発行して財政支出を拡大することで、民間の金融資産が減るのではな

く、財政支出額と同額だけ民間の金融資産（預金通貨）が増えるのです。これは理屈ではなく、実際のオペ

レーションでもそうなっています。 

ただし、日本政府は日本銀行にしか口座をもっていないのですから、民間銀行から直接借り入れることは

できません。従ってこの場合は少々複雑なオペレーションになります。例えば、政府が 1億円の国債を発行

して公共事業を行うとします。その場合、まず市中銀行に国債を購入してもらう必要があります。その時、市

中銀行が開設している日銀当座預金が 1億円減り、同じく政府が開設する日銀当座預金に 1億円が振り

替えられることになります。なお、国債を購入する市中銀行の日銀当座預金は日銀から供給されたものです

から、民間預金とは全く無関係のオペレーションです。 

次に、政府は公共事業の発注先企業に 1億円の政府小切手を交付し、政府小切手を受け取った企業は

自分の取引銀行にその政府小切手を持ち込んで代金の取り立てを依頼します。そして、取り立てを依頼さ

れた銀行は 1億円を企業の口座に記帳するとともに、1 億円を政府から取り立てるよう日銀に依頼します。こ

こで重要なのは、銀行が企業の口座に記帳した瞬間に、1億円の新たな民間預金が生まれたことです。そし

て、銀行から 1億円の取り立てを依頼された日銀は、政府の日銀当座預金から銀行の日銀当座預金に 1

億円を振り替えます。この 1億円は、さきほど銀行が国債を購入したときに、振り返られたものです。 

つまり、銀行の日銀当座預金から政府の日銀当座預金に振り替えられた 1億円が再び銀行の日銀当座

預金に戻ってくるわけです。赤字財政支出をしても日銀当座預金に変化は生じないわけですから、国債金

利も一切変化しないということになります。 

ということは、銀行の日銀当座預金に戻ってきた 1億円で、再び 1億円の新規国債を購入できるというこ

とで、このオペレーションは無限に繰り返すことができ、しかも、このオペレーションを回す度に国債発行額と

同額の民間預金が増えて行くのです。つまり国債の発行によって民間の金融資産を吸い上げているのでは

なく、逆に財政赤字の拡大によって、民間で流通する貨幣量を増やしているということなのです。 

確かに魔法のような話ですが、しかし、これは理論やオピニオンではなく国債発行の実務を説明している

だけなのです。つまり単なる「事実」です。 

したがって、緊縮財政派の方々が主張している「財政赤字の増大によって民間資金が不足し、金利が上

昇する」などという現象など起きるわけがないのです。ましてや「国債を消化できなくなる」ということなどあり

得ません。ただし、政府が支出を野放図に拡大すると、いずれ需要の過剰（供給不足）となってインフレが止

まらなくなってしまうおそれがあります。このため、政府は、インフレが行き過ぎないように財政支出を抑制し

なければならない時もあります。言い換えれば、高インフレでない限り財政支出はいくらでも拡大できるという

ことです。つまり、政府の財政支出の制約となるのはインフレ率なのです。 

また、国債はいずれ償還しなければならないのですから、将来世代にツケを回しているのではないのか。

これもまたよく聞かれる話ではありますが、それも誤り。「国債の償還財源は、将来世代の税金でまかなわれ

なければならない」という間違った発想をしているのでそうした話になるのです。もともと自国通貨を発行でき

る政府は永遠にデフォルトしないのですから、本来債務を完全に返済し切る必要すらないのです。 

つまり、国債の償還の財源は税である必要はなく、国債の償還期限が来たら、新規に国債を発行してそ
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れで同額の国債の償還を行う「借り換え」を永久に続ければよいのです。実際それは先進国が普通にやって

いることです。したがって、英米仏などほとんどの先進国において国家予算に計上する国債費は利払い費の

みで償還費を含めていません。ところが、なぜか日本は償還費も計上していることは、過去の私の一般質問

において指摘したところです。 

  

以上、長々と述べましたが、 

【Ｑ３】 私たちの国では緊縮財政派の方々が主張するような心配は的外れな主張であるように思います。

執行部の所見を伺います。（政策企画局長） 

一、 地域内経済循環について 

さて、「もともと、経済とは地域内で営まれるものであった。他の地域との交易はほんのわずかであった」。

「それが大きく変わってきた背景には、地域をつなぐ物流の仕組みができたこと、そして、経済効率を重視す

る考え方が主流となったことがある」。「経済は成長し、私たちの暮らしも豊かになってきた。しかし、同時に、

大切なものを失いつつあるのも事実である。一つには、それぞれの地域に伝えられてきた衣食住の文化や、

それを支える技や職人である。そして、域外への依存度が増すにつれ、自律・自立の度合いが減じていくこ

ととなった。地域に関することを自分たちで決めたり実行したりすることが減り、『地元のことは自分たちで手

綱を握る！』という『心の自立度』も低下していくことになった。“安ければいい”“効率的なことがいい”－現代

の経済では、安さと効率性がほぼすべての尺度になっているかの如くである。スーパーに行っても、多くの場

合、域外や海外産のものが多く並んでいて、地元産の野菜や畜産物、加工品などはほとんど置かれていな

い。置いてあったとしても、かえって値段が高いため、手を出せない人も多い。地域内の畑でとれた野菜より

も、遠くの地域でつくってはるばる運ばれてきた野菜の方がずっと安いのである。歩いて行ける地元の畑の

農作物よりも、地球の裏側から運んできた食べ物のほうが安いというヘンな状況を我々は疑問もなく受け入

れているのである。」 

これは「幸せ経済社会研究所」代表の枝廣淳子さんの言葉です。共感するものです。 

本県では「人口減少に打ち勝ち笑顔で暮らせる島根をつくる」という総合戦略のもと、中山間地域・離島の

暮らしの確保と経済的自立の促進のため、地域内経済循環の促進に取り組むとしており、期待しています。 

 

【Ｑ１】 地域内経済循環についての具体的な取組状況をお知らせ下さい。（地域振興部長） 


